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近年，自動車プローブデータを活用した生活道路の地点別事故危険性評価の試みが盛んとなっているが，

事故危険性評価の精度向上効果についての理論的考察は十分には行われていない．本研究では，複数の仮

想的な生活道路無信号交差点を対象に，エリアとして各交差点のデータを集約した際に，事故頻度のみで

事故危険度を順位付けした場合に対して，プローブデータによる通過量，急減速頻度といった情報を用い

た場合に，順位付けの精度がどの程度向上するのかを分析した．さらに，地点別に分析する場合に比べて，

エリアで分析する場合に順位付けの精度がどの程度向上するのかを分析した．その結果，地点別とエリア

での分析ともに，通過量活用による効果は表れたが，プローブ普及率によっては急減速数活用による効果

が表れないわかった． 
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1. 研究背景・目的 

 

我が国の交通事故による死者数は減少傾向にあるが，

生活道路での交通死亡事故は生活道路以外と比べて減少

割合が小さい 1)．生活道路での事故を減らすためには，

各地点の自動車交通量や速度などの交通実態や事故件数

などから事故危険性を定量的に評価し，事故対策や対策

効果評価を行うことが重要である．しかし，交通調査デ

ータが乏しい生活道路では交通実態の把握が難しく，過

去の事故発生状況や市民の意見などを基に事故対策を検

討・実施することが多いのが現状である．予防的な事故

対策や対策効果評価のためには交通実態の定量的な把握

が必要不可欠である． 

そこで近年は，自動車搭載機器から収集される位置情

報に基づくプローブデータの活用により，生活道路の交

通実態の把握が可能となり，地点別の事故危険性評価の

試みが盛んとなっている．しかし，事故危険性評価にお

けるプローブデータ活用による効果についての理論的考

察は十分には行われていない． 

各種データによる事故危険性の評価には，実現象を完

全にモデル化できないことに起因する認識論的不確定性

と，現象のランダムさに起因する偶然的不確定性 2)が伴

う．プローブデータから得た交通量や走行速度分布など

を用いて交通実態を把握することは認識論的不確定性を

低減することに繋がると考えられる．また，プローブデ

ータから得られる急減速数などを使うことで稀事象であ

る事故発生の偶然的不確定性を低減できる可能性も考え

られる．例えば，急減速挙動等のヒヤリハットやコンフ

リクト指標を用いて事故危険性を評価するという考え方

を説明する際に，労働安全分野の知見である「ハインリ

ッヒの法則」がよく用いられる 3)．これは 1 件の重傷災

害がある背景には29件の軽傷災害と300件の無傷害災害

があり，さらに無数の不安全行動と不安全状態があると

言うものである．このような考えに基づき，「事故発生

頻度に対して急減速発生頻度が十分に高い」という想定

のもと，プローブデータから得られた急減速挙動の発生
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頻度により事故危険性を評価しようとする試みが盛んに

行われている．一方で，プローブデータを取得できる機

器を搭載した車両の割合（以後，プローブ普及率）によ

ってはデータのばらつきの増加に繋がり，偶然的不確定

性が増加する可能性がある．一般的に用いられているプ

ローブ普及率はそれ程高くなく，「プローブデータを活

用することにより事故危険性評価の精度がどの程度向上

するのか」については検証が必要だろう． 

以上を踏まえ，本研究ではプローブデータ活用による

事故危険性評価の精度向上効果を確率論的に分析，考察

することを目的とする． 

 

 

2. 既往研究 

 

Stipancicら 4)は，過去の事故データだけでなく，GPSデ

ータや代理安全指標（SSM）に基づいても交差点の優先

順位付けが可能であることを示した．彼らは，プローブ

データから得られる SSM を説明変数として組み込んだ

事故件数と重大性を予測するモデルを開発した．プロー

ブデータから，渋滞，走行速度，速度変動，急減速挙動

を SSM として抽出した．モデルの結果より，各重大性

における事故件数の期待値を算出し，事故リスクに基づ

く交差点の順位を作成した．モデルによって予測された

順位と事故データの順位との間には十分な相関があった． 

Xie ら 5)は，コネクテッドプローブカーから生成され

る豊富なデータに基づいて SSM を算出し，事故リスク

の高い地点を特定した．また，従来，SSM として用い

られてきたTTCの課題を改善するためにTTCDが提案さ

れ，コネクテッドプローブカーから得られる走行速度や

減速度などのデータを用いて算出された． 

日本国内においても同様の研究は行われている．福井

ら 6)，民間プローブカーの走行距離データを用いて事故

リスクを定義し，事故類型別にモデル構築することで，

事故リスクの要因を明らかにしている．また，プローブ

カーから得られた「0.3G以上の減速挙動」を急減速挙動

と定義し，その発生回数から急減速リスクを定義してい

る．交通事故を表現する潜在的指標として定義した急減

速リスクを活用し，交通事故を引き起こす要因の一部と

考えて説明変数として用いている．その結果，急減速挙

動を用いて事故リスクの説明力が向上する可能性を示し

ている． 

このように，プローブデータを用いた地点別事故危険

性評価については，国内外問わず多くの研究が行われて

いる．しかし，プローブデータを用いることによる事故

危険性の推定精度への影響についての理論的な考察はな

されていない． 

松尾ら 7)は，細街路の無信号交差点において不注意な

非優先側車両が進入する場合を想定し，優先側車両と非

優先側車両の初期速度，初期位置と交差点形状などから

出合頭事故が発生するか否かを判定する理論モデルを提

案している．しかし，理論モデルにおいて車両挙動を単

純化のために車両を点として扱っている． 

また，松尾ら 8)は将来 5 年間の交通事故頻度を予測す

る場合に統計モデル分析のみよって予測するのに比べて，

経験ベイズ推定によって説明変数以外の地点固有の特性

を考慮することで予測精度が若干向上することを示して

いる． 

 また，著者ら 9)松尾らの提案した事故危険性評価理論

モデルを応用し，車両を点ではなく長さや幅を与えたう

えで，理論上事故危険性の算出，および確率試行による

事故データ，プローブデータ（通過量，急減速数）の生

成を行った．そして，理論上事故危険性と，生成された

各データによる推定事故危険性との順位相関係数により

比較を行うことで，プローブデータ活用による地点別の

事故危険性推定の精度向上効果を評価した．その結果，

プローブ通過量活用による危険性推定精度の向上が確認

できた．一方，本理論モデルの枠組みにおいては，一般

に期待される「事故発生頻度に対して急減速発生頻度が

十分に高い」という現象が生じず，急減速数活用による

効果がほとんど見られない結果となり，地点別事故危険

性評価においては「ハインリッヒの法則」で説明される

ような交通事故と急減速挙動の発生頻度の相対性と異な

るものとなった． 

以上を踏まえ，本研究ではプローブデータ活用による

面的な事故危険性評価の推定精度向上効果を理論的に分

析することを試みる．具体的には，著者らの以前の研究

と同様に，地点別事故危険性評価を行い，加えて地点別

のプローブデータを面的に集約することで面的事故危険

性評価を行う．そして，地点別事故危険性評価と面的事

故危険性評価の結果の比較から，面的に集約したプロー

ブデータを活用することで事故危険性評価の推定精度向

上効果が期待できるのか分析を試みる．なお，急減速挙

動は減速度 0.3G以上の減速挙動とする． 

 

 

3. 研究方法 

 

松尾ら 7)は，細街路の無信号交差点において不注意な

非優先側車両が進入する場合を想定し，確率分布から生

成される優先側車両と非優先側車両の初期速度，初期位

置と交差点形状などから出合頭事故が発生するか否かを

判定する理論モデルを提案している．本研究では著者ら

の以前の研究と同様に，この事故危険性評価理論モデル

を援用し，理論上事故危険性の算出，および確率試行に

よる事故データ，プローブデータ（通過量，急減速数）
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の生成を行う．そして，理論上事故危険性と，生成され

た各データによる推定事故危険性との順位相関係数によ

り比較を行うことで，プローブデータ活用による地点別

事故危険性評価の精度向上効果を評価する．以上の研究

過程のフローを図-1に示す． 

さらに，地点別事故危険性評価の精度向上効果の評価

と同様に，理論モデルから算出し面的に集約した理論上

事故危険性と，理論モデルから確率試行により生成され

た各データを面的に集約したデータによる推定事故危険

性との順位相関係数により比較を行うことで，プローブ

データ活用による面的事故危険性評価の精度向上効果を

評価する．そして，地点別事故危険性の順位相関係数と

面的事故危険性の順位相関係数を比較することで ，面

的なプローブデータ活用による事故危険性評価の推定精

度向上効果を評価する． 

 

(1) 出合頭事故危険性評価理論モデル 

図-2に示す細街路無信号交差点を想定し，見通しの程

度を考慮した自動車対自転車の出合頭事故危険性を算出

するための理論モデルを構築した．優先側車両は自動車，

非優先側車両は自転車で，ともに一方通行とし，追従走

行による影響は無視した．まず非優先側車両の軌跡上に

基準位置𝑑2
0を設定し，「不注意な（一時停止をしない）

自転車」が基準位置𝑑2
0に到達した時点を初期時点（𝑡 =

0）とした．基準位置は，初期速度𝑣2
0の自転車がその位

置から減速を始めた場合に，衝突範囲までに停止できる

位置と定義した． 

そして，以下の「出合頭事故が発生しない 3条件」の

余事象を出合頭事故発生条件として定義した． 

①位置関係のみの条件： 初期時点（𝑡 = 0）で，非優

先側車両から優先側を視認できる限界位置𝑑1
0∗よりも優

先側車両が衝突範囲側にいる場合： 

 

 𝑑1
0 < 𝑑1

0∗ (1) 

 

②位置および速度関係による条件： 条件①を満たさな

いが，非優先側車両が衝突範囲に到着する前に，優先側

車両が初期速度𝑣1
0のままで通過できる場合，または優

先側車両が衝突範囲に到着する前に，非優先側車両が初

期速度𝑣2
0のままで通過できる場合： 

 

 
𝑑1
0 − 𝑠2 +

𝑤2
2
+ 𝑙1

𝑣1
0 <

𝑑2
0 + 𝑠1 −

𝑤1
2

𝑣2
0  (2) 

 
𝑑1
0 − 𝑠2 −

𝑤2
2

𝑣1
0 >

𝑑2
0 + 𝑠1 +

𝑤1
2
+ 𝑙2

𝑣2
0  (3) 

 

③減速を考慮した条件： 条件①，条件②を満たさない

が，発見位置（相互に視認可能となる位置）𝑑1
∗，𝑑2

∗ま 

図-1 事故危険性評価精度の研究フロー 

 

図-2 対象とする交差点状況と諸量 

 

で初期速度𝑣1
0，𝑣2

0のままで進んだ後（時点𝑡 = 𝑡∗），

優先側車両または非優先側車両が停止可能な場合： 

 

 𝑑1
0 − 𝑠2 −

𝑤2
2
− 𝑣1

0 ∙ 𝑡∗ > 𝑣1
0 ∙ 𝑡𝑟 +

(𝑣1
0)2

2𝛼1
 (4) 

 𝑑2
0 + 𝑠1 −

𝑤1
2
− 𝑣2

0 ∙ 𝑡∗ > 𝑣2
0 ∙ 𝑡𝑟 +

(𝑣2
0)2

2𝛼2
 (5) 

 

ここで，𝑡𝑟は反応時間（空走時間），𝛼1，𝛼2は優先側，

非優先側車両の最大減速度である．時点𝑡∗は相互に視認

可能な位置における位置関係より三角形の相似則を用い

て，下式により算出される． 

 

 𝑡∗ =
−𝐵 ± √𝐵2 + 4𝐶

2
 (6) 

 𝐵 =
1

𝑣1
0𝑣2
0 (
𝑣1
0𝑟1 + 𝑣2

0𝑟2
2

− 𝑣1
0𝑑2
0 + 𝑣2

0𝑑1
0 + 𝑣1

0𝑏1 + 𝑣2
0𝑏2) (7) 

 𝐶 =
1

𝑣1
0𝑣2
0 (
𝑑1
0𝑟1 + 𝑑2

0𝑟2
2

− 𝑑1
0𝑑2
0 + 𝑑1

0𝑏1 + 𝑑2
0𝑏2) (8) 

 

また，ちょうど衝突範囲直前で停止するために必要な減

速度（必要減速度𝛼1
∗，𝛼2

∗）の大きさは，式(4)および式
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(5)それぞれについて両辺を等しいとして整理すると下

式で表せる． 

 

 𝛼1
∗ =

(𝑣1
0)2

2 {𝑑1
0 − 𝑠2 −

𝑤2
2
− 𝑣1

0(𝑡∗ + 𝑡𝑟)}
 (9) 

 𝛼2
∗ =

(𝑣2
0)2

2 {𝑑1
0 + 𝑠1 −

𝑤1
2
− 𝑣1

0(𝑡∗ + 𝑡𝑟)}
 (10) 

 

優先側車両の初期速度𝑣1
0は平均初期速度𝑣̅1

0の正規分

布に従うと仮定した．生活道路の無信号交差点に進入す

る車両を想定するため，初期速度𝑣1
0が現実的な状況

(𝑣1
0 = 10~80km/h)となるよう，確率密度関数を下式の

通りに設定した．なお，松尾ら 7)と同様に過去の調査結

果 9)に基づき変動係数を 0.2として，標準偏差𝜎を設定し

た． 

 

 𝑓(𝑣1
0) =

1

√2𝜋𝜎
exp (−

(𝑣1
0 − 𝜇)2

2𝜎2
)

{
1

√2𝜋𝜎
exp (−

(80 − 𝜇)2

2𝜎2
) −

1

√2𝜋𝜎
exp (−

(10 − 𝜇)2

2𝜎2
)}

 (11) 

   

 (10 ≤ 𝑣1
0 ≤ 80) ，𝜇 = 𝑣̅1

0，𝜎 = 0.2𝑣̅1
0  

 

一方，初期位置𝑑1
0は，Davis10)によるモデルと同様に，平

均初期速度𝑣̅1
0と交通量𝑞1からなる指数分布に従うと仮

定し，下式の確率密度関数を設定した． 

 

 𝑓(𝑑1
0) = 𝜆𝑒−𝜆𝑑1

0
  (12) 

 λ =
𝑞1

𝑣̅1
0   

 

(2) 数値積分による理論上事故危険性の算出 

本研究では，異なる交差点𝑖として，自動車交通量𝑞1𝑖

を 10，20，…，500（台/h）の 50パターン，不注意な自

転車の年間交通量𝑞2𝑖を 1，2，…，20（台/年）の 20 パ

ターンの組み合わせで，合計 1,000 交差点を作成した．

交通量以外の各種パラメータは表-1に示す通りである． 

まず上述した出合頭事故危険性評価理論モデルの確率

変数部分（初期位置𝑑1
0，初期速度𝑣1

0）の数値積分によ

って，理論上の出合頭事故危険性（年間事故件数期待値）

を算出した．また，優先側車両の必要減速度が急減速閾

値（福井ら 6)を参考に 0.3G）を超える年間回数の期待値

（年間急減速数期待値）についても算出し，年間事故件

数期待値と年間急減速数期待値の差を「急減速により停

止できる回数の期待値（年間急減速停止数期待値）」と

して算出した． 

 

(3) 確率試行による事故件数・急減速数データの生成 

事故件数データは，乱数を用いて式(11)，式(12)に示す

確率分布から交差点𝑖別（𝑖 = 1, 2, … , 1000），不注意な 

表-1 設定したパラメータ 

 

 

自転車𝑗別（𝑗 = 1, 2, … , 𝑞2𝑖）に初期速度𝑣1𝑖𝑗
0 と初期位置

𝑑1𝑖𝑗
0 を作成し，理論モデルから事故の発生を判定するこ

とで，交差点𝑖別の年間出合頭事故発生回数をカウント

した．その際，プローブデータの普及率（0.1%，1%，

10%，100%）に応じてベルヌーイ試行により，各自転車

𝑗通過時の優先側車両がプローブ車両であるかを割り当

て，プローブ車両であった場合の必要減速度𝛼1𝑖𝑗
∗ が急減

速閾値（0.3G）を超えた回数を年間プローブ急減速数と

してカウントした．また，上述のプローブ車両普及率と

プローブデータ取得期間（90，180，365日）を設定して，

優先側自動車交通量𝑞1𝑖に基づき，ポアソン分布から乱

数により当該期間のプローブ通過量を生成した． 

 

(4) 地点別事故危険性評価精度の比較 

交差点𝑖について，事故件数のみで交差点危険性を順

位付けした場合，および事故件数とプローブデータ（急

減速数，通過量）を活用して交差点危険性を順位付けし

た場合のそれぞれについて，理論上事故危険性による順

位との順位相関係数から評価精度を評価した．プローブ

データを活用する場合は，事故件数を目的変数，生成し

たプローブデータを説明変数として負の二項回帰モデル

を用いて交差点𝑖の事故件数期待値𝜆𝑖
𝑁𝐵の推定を行った．

より具体的には，説明変数として①プローブ通過量のみ，

②プローブ急減速数のみ，③プローブ通過量とプローブ

急減速数の両方を用いた場合の 3モデルによる推定を行

った． 

また，説明変数として考慮されない地点固有の要因

（不注意な自転車交通量）を考慮するため，以下の式に

より経験ベイズ推定による事故件数期待値𝜆𝑖
𝐸𝐵を行った

（詳細は松尾ら 8)を参照されたい）． 

 

 𝜆𝑖
𝐸𝐵 =

(

 
1

1 +
𝜆𝑖
𝑁𝐵

𝜙𝑁𝐵)

 𝜆𝑖
𝑁𝐵 +

(

 1−
1

1 +
𝜆𝑖
𝑁𝐵

𝜙𝑁𝐵)

 𝑦𝑖 (13) 

 

ここで，𝜙𝑁𝐵は負の二項回帰モデルの過分散パラメータ，

𝑦𝑖は事故件数である． 
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(5) 面的事故危険性評価精度の比較 

本研究では，地点別事故危険性評価の際に作成した

1,000交差点に一様分布に従う 1~100までのエリア番号を

付与し，100 エリアを作成した．そして，各エリアの交

差点の地点別事故危険性評価の際に算出した理論上事故

危険性の和からエリアの理論上事故危険性を算出し，地

点別事故危険性評価の際に生成した各データ（事故件数，

プローブデータ）の和からエリアの推定事故危険性を推

定した．その後，地点別事故危険性評価と同様にエリア

危険性を順位付けした場合のそれぞれについて，理論上

事故危険性による順位との順位相関係数から評価精度を

評価した．なお，交差点へのエリア番号の付与は 10 回

行い，それぞれのエリア番号を用いた結果による順位相

関係数の平均から評価精度の評価を行った． 

 

 

4. 結果と考察 

 

 プローブ車両普及率とプローブデータ取得期間別に，

負の二項回帰モデルによる交差点危険性順位，および経

験ベイズ推定による交差点危険性順位それぞれと，理論

上事故危険性による交差点危険性順位との順位相関係数

を算出した結果を地点別事故危険性評価については図-3，

面的事故危険性評価については図-4に示す．上からそれ

ぞれ，プローブ通過量のみ，プローブ急減速数のみ，プ

ローブ通過量とプローブ急減速数の両方を説明変数とし

て用いた結果である．また，各グラフの黒の実線は，事

故件数のみによる交差点危険性順位と理論上事故危険性

による交差点危険性順位との順位相関係数である． 

 地点別事故危険性評価に比べて面的事故危険性評価は，

事故件数のみによる順位相関係数，プローブデータを説

明変数として用いた負の二項回帰モデルによる推定結果

および経験ベイズ推定による推定結果の全てにおいて，

順位相関係数が上昇した．これは，地点別事故危険性評

価に比べて面的にデータを集約することで，活用するこ

とのできるデータ数が増え，生成した事故件数，プロー

ブデータともに標本分布のばらつきを低減することがで

き，それを用いることで偶然的不確定性が減少したため

だと考えられる． 

 また，面的事故危険性評価の結果に着目すると地点別

事故危険性評価精度の結果と同様の傾向を示した．プロ

ーブ通過量を用いた推定結果の順位相関係数は事故件数

のみによる順位相関係数より上昇した．取得期間，プロ

ーブ普及率によって順位相関係数はほとんど変わらなか

った．さらに経験ベイズ推定によって推定精度が上昇す

ることが確認された．これは，プローブ通過量を用いる

ことで交差点別の交通量の多寡を考慮することができ，

認識論的不確定性が低減されたためだと考えられる．ま

た，プローブ普及率が 0.1%，取得期間が 90 日程度であ

れば，プローブ通過量の標本分布のばらつき，すなわち

偶然的不確定性は十分小さくなると考えらえる．加えて，

経験ベイズ推定により，説明変数として考慮されていな

い地点固有の要因である不注意な自転車交通量が考慮さ

れたことで，さらに危険性評価精度が向上したと考えら

れる． 

 一方で，プローブ急減速数のみを説明変数とした場合，

プローブ普及率 100%の場合は順位相関係数が高くなる

のに対し，それ以外は負の二項回帰モデルによる順位相

関係数は大幅に減少し，経験ベイズ推定による順位相関

係数も同程度かそれ以下である．これは，プローブ普及

率が高い場合には，プローブ急減速数を用いることによ

って事故件数のみの場合よりも偶然的不確定性を低減さ

せられるのに対し，十分な普及率でない場合は，プロー

ブデータから得られる急減速数の標本分布のばらつきが

大きくなるために，それを用いることによってむしろ偶

然的不確定性が増加してしまうということを示している

と考えられる． 

 

 

5. 結論 

 

本研究では，プローブデータ活用による面的事故危険

性の評価精度向上効果を確率論的に分析，考察を行った．

面的にプローブデータを集約することで，事故危険性評

価の精度を向上させる効果が期待できるのか地点別事故

危険性評価と比較して検討した．その結果，以下の知見

が得られた． 

 面的にデータを集約することで，活用することの

できるデータ数が増加し，偶然的不確定性の減少

によって危険性評価精度の向上が期待される． 

 地点別事故危険性評価と同様に，プローブ通過量

を用いることで交差点別の交通量の多寡を考慮で

き，その結果として認識論的不確定性が低減され

ることで危険性評価精度の向上が期待される．た

だし，事故データのみを用いた場合においても，

順位相関係数が増加するため，説明変数による相

対的な関係に変化はなかった． 

 地点別事故危険性評価と同様に，十分なプローブ

普及率でない場合は，プローブデータから得られ

る急減速数の標本分布のばらつきが大きくなるた

めに，それを用いることによってむしろ偶然的不

確定性が増加してしまい，危険性評価精度が低下

してしまう可能性がある． 

プローブ急減速数の面的な活用にもプローブ普及率が

大きく影響することが本研究の知見で得られたが，本研

究の交差点条件の設定では全ての交差点に一定のプロー 
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図-3 地点別事故危険性評価精度の比較 

 

ブ普及率を設定している．そこで，複数のプローブ普及

率がエリアごとに混在する場合に，事故危険性の評価精

度がどのように変化するのか検証する必要がある． 

また，危険性評価の推定精度のみに着目して面的なプ 

ローブデータ活用効果を評価しているが，プローブデー

タ活用によるゾーン 30 など面的な交通安全対策の検討

効果の把握も重要になるであろう． 

 

謝辞：本研究は JSPS科研費 22K04364および豊橋技術科

学大学イノベーション協働研究プロジェクトの助成を受
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A Fundamental Study on the Impact of Using Probe-data in terms of Improving the Ac-

curacy of Accident Risk Evaluation: Focusing om Area Accident Risk Evaluation 

 

Ryo INAGAKI, Kojiro MATSUO and Nao SUGIKI 

 
In recent years, many attempts have been made to use vehicle probe data to evaluate locational risk of 

accidents on residential roads. However, there has not been sufficient theoretical discussion of the effect of 

using probe data on improving the accuracy of accident risk assessment. In this study, we at first developed 

a theoretical model for evaluating the risk of head-on accidents and calculated the theoretical risk of the 

accidents. Next, accident data and probe data (amount of passing and number of sudden decelerations) were 

generated by stochastic trials, and then estimated risk based on each of the generated data. Finally, we 

compared their risk by locational and areal analysis. As a result, in both locational and areal analysis, it was 

found that the effect of utilizing the amount of probe-vehicle passing was apparent, but the effect of utilizing 

the number of sudden decelerations was not apparent depending on the probe diffusion rate.  
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